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新羅征討計画における軍事力動員の特質
五十嵐基善
要旨 日本の律令制下における軍事行動は.いずれも列島内で行なわれたことが特徴で
ある。このような状況において.藤原仲麻呂政権における新羅征討計画は.本格的な軍
事力の動員まで進められたように，対外軍事行動が行なわれる可能性があった。しかし，
藤原仲麻呂の失脚により実施されずに終了したため.全体の展開について不明な点が多
いことが問題となる。新羅征討計画は「行軍式」により全体の構想が定められたが，当
時の官人層に作成する能力はなく.吉備真備に依存せざるを得なかった。軍事力動員の
過程については.朝鮮半島に渡海・上陸するための船が不足しており.大量に建造しな
くてはならなかったため.即座に新羅征討を実施することができなかった。軍事力の動
員地域をみると.対外防衛を任務とする地域が除外されていることが特徴である。新愚
征討計画を考える際に.戦時編成に注目されがちであるが.対外防衛も同時に意識され
ているは重要である。また.それぞれの動員地域をみると.西海道では新羅征討計画と
対外防衛が展開しており，東海道・東山道では新経征討計画と対蝦夷政策が展開してお
り.複数の軍事問題に対応しなければならなかった。これは藤原仲麻呂政権の軍事問題
が重層的な関係にあったためである。律令制下において.山陽道・南海道は箪事的に空
白地帯であるが.新績征討計画では重要な役割を果たすことになった。新羅征討計画に
は不明な点が多いが.列島内の軍事行動とは本質的に異なる点が多い。
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1.はじめに
天智2年 (663).倭国は百済復興の軍事行動を起こすが.白村江敗戦に集約されるように大
敗を喫する。森公章氏は.白村江敗戦が倭国にもたらした影響について，朝鮮半島の情勢に介
入しない消極外交に転換したことを指摘している山。 8世紀初頭に成立する律令制国家も，こ
の外交方針を継承していたと考えられる。律令制下における箪事行動をみると，蝦夷(列島北
辺)・隼人(南九州)・内乱を対象としており.いずれも列島内で行なわれていることが特徴で
あるヘすなわち.律令制国家は対外進出を基本方針としていなかったため，対外軍事行動が
行なわれなかったことが想定されるのである。
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しかし， 日本と新羅の外交(3)をみると.軍事力が意識される関係にあったことが知られてい
る。新羅は唐との軍事同盟を背景として， 663年には倭国の百済復興を阻止し， 668年には高句
麗を滅亡させる。新羅の目的は朝鮮半島の統ーであり.影響力を行使する唐の排除が次の目標
となる。そのため，新羅は668年より倭固と外交を行なうことにより.唐に対する軍事行動に
専念できる状況を作り出した。この外交の特徴は，新羅が倭国に朝貫を行なうという形態で
あった点にあり.倭国からすると新羅は朝貢固として位置付けられる。この関係は8世紀にも
継続されていくが，次第に不安定な状況になっていった。
新羅は676年に唐軍を撤退させることに成功し， 735年に唐より朝鮮半島の領有を認められ
ている。目的を達成した新羅にとって，日本に朝貢することは必要ではなくなる。一方，日本
からすると，新羅の朝貢は国家秩序を維持する上で重要な要素であった。そのため，日本と新
羅の聞に緊張状態が発生するが，結果として好転することはなく， 775年に外交関係は終罵を
迎えることになる。このような状況に対して，日本は外交政策による解決を図るが，軍事力の
行使も意識されていることが重要である。天平8年 (736)の遣新羅使は，新羅より「常礼」を
欠く対応を受け，天平9年 (737)に新羅征討論を発生させることになったヘこの時に新羅征
討は実施されなかったが.新羅征討という選択肢は潜在的に継承されることになる。
この新羅征討という選択肢が具現化したのは.藤原仲麻呂政権吋こおいて新羅征討計画が発
動・実施されたことである。天平宝字2年 (758)12月.帰朝した遺溺海使の小野田守は.唐で
安史の乱 (755年-763年)が発生していることを報告する。この情報を契機として.権力を象
握していた藤原仲麻呂は，自身の主導により新羅征討を決定する。新羅征討に関する軍事政策
は.天平宝字3年 (759)6月より段階的に進められ，征討軍を編成するための軍事力の動員も
行なわれている。しかし，藤原仲麻呂の失脚を要因として，この新羅征討は実施されずに終了
した。このように.律令制下において対外軍事行動が実施される可能性があったのである。
新羅征討計画をめぐっては，政治史・対外関係史を中心として.その性格・展開について検
討が加えられてきているヘすなわち.藤原仲麻呂政権との関係，唐・新羅・融海との関係に着
目する研究が進められてきている。しかし新羅征討計画は軍事政策であることをふまえると，
軍事的視点からも検討される必要がある。この点については，下向井龍彦氏の律令軍制論が注
目されるヘすなわち.律令軍制の基本構造は.新羅を意識した組織化された軍事力であり.対
外軍事行動を想定していることを明らかにしている。その好例として新羅征討計画を挙げてい
るが.個々の施策をふまえて検討する余地も残されている。この他.節度使の所管固・動員兵
力(8) 綿製防具「綿襖胃」の性格(釦に関する分析がある。本稿では，新羅征討計画を軍事的視点
から分析し，軍事力動員の方法と対象地域を明らかにすることを試みる。
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2.新羅征討計画における軍事力動員の特徴
藤原仲麻日政権において. 日本と新羅の関係は悪化したままであり，新経征討は現実的な選
択肢として意識されていた1101。新羅征討を実施するためには，[1]専制的権力による戦時体制
の確立(藤原仲麻目政権)， [2]渦海との軍事的連携の確立(日渇交渉)， [3]唐が新羅を支援
できない状況の発生(安史の乱)， [4]新羅征討が実施できる軍事力の確保(律令軍制)が必要
であったことが指摘されている(11)。しかし，新羅征討は準備段階で終了したことから，軍事力
の動員については不明な点が多い。本章では.新羅征討に関する施策を分析する ζ とにより，
軍事力動員の過程を明確にすることを試みる。なお，後掲の[第1表】には，新羅征討計画に
関する施策・出来事を整理した。本文中では通し番号を付して[表・ 1)などと表記する。
(1)新羅征酎計画の展開と「行軍式J
天平宝字2年 (758)12月，帰朝した遣渇海使の小野田守により，唐で安史の乱が発生してい
ることが報告される[表・ 6)。この時に決定されたのは.大宰府に対して警戒を強化する指示
であり，新羅征討は即座に決定されていないことが重要である1121。なお.この警戒命令は防衛
体制の不備を顕在化[表ー 7)させ，西海道では対外防衛の施策[表-18・21)も展開していく
ことになる(ヘ新羅征討が決定されていたことは，天平宝字3年 (759)6月に「行軍式Jの作
成が指示されていることより確認できる[表-8) c この後，新羅征討の準備が本格化していく
ことになるが，全体の展開を整理すると次のようになる。
・天平宝字3年 (759)… 行軍式の作成命令【表-8) 香椎廟に奉幣【表-9) 船の建造
命令【表-11) 
・天平宝字4年 (760)… 兵法の教授[表-16) 
・天平宝字5年 (761)… 新羅語の教習[表-17) 節度使の任命【表一 19)
・天平宝字6年 (762)… 綿襖宵の製作[表-20) 香椎廟に奉幣[表-23) 
・天平宝字7年 (763)… 南海道節度使の停止【表幽 25)
・天平宝字8年 (764)… 東海道節度使の停止【表明 26)西海道節度使の停止【表-28) 
新羅征討計画に関する施策は，天平宝字3年 (759)6月から同8年 (764)11月にかけて確
認できる。しかし天平宝字7年 (763)・同8年 (764)の施策は，軍事力動員を任務とする節
度使の停止である。この措置により戦時体制が解体きれることになり，ここに新躍征討が中止
されることになったのである。よって，新羅征討の準備を考えるためには，天平宝字3年 (759)
から同6年 (762)の施策が対象となる。そこで注目されるのは，全体の起点となる「行軍式」
がどのような性格を持つのかという点である。その史料は次のようになる。
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【第1褒]藤原伸麻昌政権における軍事政策
年月 肉容 出典
天平支字 l・7 [東北]藤原朝狩を陸奥守に任命 同年7月甲寅条
2 天平宝字 l・闇 8 [西海道]東国防人の停止→西海道7国より動員 同年間8月壬申条
3 天平宝字2・6 [東北]蝦夷の服属が進展 同年6月辛亥条
4 天平宝字2・10 [東北]桃生城の造営 同年 10月甲子条
5 天平宝字2・12 [東北]桃生城・雄勝城の造営 同年 12月丙午条
6 天平宝字2・12 [西海道]安史の凱の情報ー太宰府に警戒命令 同年 12月戊申条
7 天平宝字3・3 [西海道]大宰府より防衛との問題点が報告 同年3月庚寅条
8 天平宝字3・6 【施策 1]大宰府に対する行軍式の作成命令 同年6月壬子条
9 天平室字3・8 【施策2】香椎廟に新経征肘を報告 同年8月己亥条
10 天平宝字3・9 [新羅]帰化新羅人の帰国を許可 同年9月丁卯条
1 天平宝字3・9 【施策3】船500般を 3年内に造営(計4遭) 同年9月壬午条
12 天平宝字3・9 [東北]奥羽両国に郡・駅を設置 同年9月己丑条
13 天平宝字3・9 [東北]桃生城・雄勝城の体制整備 同年9月庚寅条
14 天平宝字3・1 [東北]妓東諸国に緊急時の支援指示 同年 1月辛未条
15 天平宝字4・9 [新婦]新婦使(金貞巻)が来朝→放還 同年9月奨卯条
16 天平宝字4・1 【施策4】吉備真備による兵j去の敏慢 同年 1月丙申条
17 天平宝字5・1 【施策 5]新纏語の教官(武蔵園・糞iI園) 同年正月Z未条
18 天平宝字5・7 [西海道]西海道7国に年料器イ丈制を導入 同年7月申申条
19 天平宝字5・1 【施策6】節度使の任命、軍事力の動員開始 同年 1月T酉条
20 天平宝字6・1 【施策 7]太宰府で綿槙曹を製作 同年正月T未粂
21 天平宝字6・4 [西海道]大宰府に毎師を設置 同年4月辛未条
22 天平宝字6・6 [中央]藤原仲麻自の勢力が減退 同年6月庚成条など
23 天平室字6・1 【施策 8]香椎廟に新緩征討を報告 同年 1月庚責条
24 天平宝字7・2 [新羅]新羅使(金体信)が来朝→放還 同年2月奨未条
25 天平宝字 7・8 【施策9】南海道節度使の停止(皐曹による) 同年8月戊子条
26 天平宝字8・7 【施策 10】東海道節度使の停止 同年7月壬子条
27 天平宝字8・9 [中央]藤原仲麻呂の乱 同年9月乙巳条など
28 天平宝字 8'1 【施策 11]酉海道節度使の停止 同年 1月乙巴条
※「出典」…すべて『続日本紀』によるため省略する
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[史料1)r続日本紀j天平宝字3年 (759)6月壬子条
令三大宰府造ご行軍式一。以将レ伐二新羅一也。
この[史料 1)には，大宰府に「行軍式」の作成を命じたことが記されている。この時の大宰
府には.船王(大宰帥)・吉備真備(大宰大弐)が赴任していた1141。特に.吉備真備は簿記事的才
能に優れた人物であり.新羅征討計画において重要な役割を果たすことになる(151。よって， ["行
軍式」を作成するのにあたり.吉備真備が深く関与していたことが想定される。天平宝字3年
(759) 8月.船王(大宰帥)が香椎廟に新羅征討を実施することを報告[表-9)しており.こ
の時までには「行軍式」は完成していた可能性がある。なお.香椎廟には神功皇后が杷られて
おり，いわゆる「三暢征伐Jの伝承が意識されていることが注目される(附。
次に，この「行軍式Jの内容を考える必要があるが，史料から明らかにすることはできないは71。
しかしその作成が起点になっていることをふまえると.征討軍を編成・派遣するまでの過程
が記されていた可能性がある。すなわち， [""行箪式」とは新羅征討の要綱であったことが想定さ
れ，戦時編成を構築する上で重要な役割を果たしていたと考えられる。よって，新経征討計画
にみえる施策は.この「行箪式」を前提として進められていると考えるべきであろう。ただし
各施策の決定を行なうのは藤原仲麻呂であるため.具体的な日付の記載までを想定するのは難
しいかもしれない。
ここで注目されるのは， [""行軍式Jは大宰府が作成していることである。効率性を求めて吉備
真備に一任したと考えることはできるが，中央に計画の立案能力がないことをうかがわせる。
この点については，この時の官人層には対外軍事行動の緑験がないことと無関係ではない。対
外軍事行動は.天智2年 (63)の百済復興の軍事行動を最後に行なわれていないからである。
また.対外軍事行動の先例として『日本書紀Jが参照されていた可能性があるが，白村江敗戦
の記述は対外箪事行動の難しさを意識させたのかもしれない。なお.律令制下の箪事行動をみ
ると， [""行軍式」が作成された事例は他には確認できず，新羅征討は容易に実施できるものでは
なかったことがうかがえる。いずれにしても，新羅征討の全体構想を策定したのは，吉備真備
であったと考えられる点は重要である。次に，軍事力動貝の過程をみていく。
(2)船の造営・節度使の殴置からみる全体計画
「行軍式」により新羅征討の構想が確定され，征討箪の編成・派遣に向けて準備が進められて
いく。下向井龍彦氏が明らかにしたように.諸国の軍事力の情報は中央が管理しており.動員
規模の算出・決定は中央で行なわれていた{問。よって.新羅征討に必要な軍事力の規模は， ["行
軍式」を参照しながら早い段階より算出されていたことが想定される。その最初の施策は，船
の建造命令[表・ 11)という形で表れている。
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[史料2)r親日本紀』天平宝字3年 (759)9月壬午条
造=船五百般ー。北陸道諸国人十九観，山除道諸国一百冊五膿，山陽道諸国一百六十一腰，
南海道諸国一百五慢。並逐=閑月一営造，三年之内成レ功。為レ征ニ新羅ー也。
この{史料2)には，北陸道・山陰道・山陽道・南海道に対する船5∞般の建造命令が記され
ている。西海道が除外されているのは，対外防衛の体制を整備する必要があったからであろう。
新羅征討を行なうためには，朝鮮半島に渡海・上陸する必要があるため，移動・輸送手段とし
て船は不可欠であった。諸国の船の数量は，主船司(兵部省被管)により把撞{凶}されていたた
め，その情報を基に船5∞慢の建造命令が出されたと考えられる。この数量が必要とされたの
は，この段階において征討軍の規模も決定されていたからではないだろうか。天平宝字5年
(761) 12月.節度使が任命[表-19)される。以下， r続日本紀j天平宝字5年 (761)1月丁
酉条の記事を節度使ごとに分割して掲出する。
[東海道節度使]
以ニ従四位下藤原恵美朝臣朝狩ー為ニ東海道節度使ー。正五位下百済朝臣足人・従五位上田中朝
臣多太麻呂為レ副。判官四人。録事四人。其所レ管遠江・駿河・伊豆・甲斐・相摸・安房・上
総・下総・常陸・上野・武蔵・下野等十二因。検ニ定船一百五十二隻・兵士一万五千七百人・
子弟七十八人・水手七千五百廿人ー。数内二千四百人肥前問。二百人対馬嶋。
[南海道節度使]
従三位百済王敬福為=南海道使ー。従五位上藤原朝臣田麻呂・従五位下小野朝臣石根為レ副。
判官四人。録事四人。紀伊・阿波・讃岐・伊予・土左・播磨・美作・備前・備中・備後・安
芸・周防等十二因。検=定船ー百廿一隻・兵士一万二千五百人・子弟六十二人・水手四千九百
廿人一。
[西海道節度使]
正四位下吉備朝臣真備為コ西海道使ー。従五位上多治比真人土作・佐伯宿材、美濃麻呂為レ副。
判官四人。録事四人。筑前・筑後・肥後・豊前・豊後・日向・大隅・薩摩等入国。検=定船一
百廿一隻・兵士一万二千五百人・子弟六十二人・水手四千九百廿人一。
この節度使の構成・所管国・検定数は[第l図】に整理した。その総数は.船394隻・軍団
兵士40700人・子弟202人・水手17360人となる。北啓太氏は，南海道節度使・西海道節度使
の検定数が一致していることについて，この数字は中央政府による机上の差発計画であると指
摘している働。この点をふまえると，船の建造命令が出された段階で，征討軍の動員規模も決
定されていたと考えられる。しかし，船の建造命令が出されていることは.この時に動員する
6 
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.留置冨置圏
[畏官]吉備真備
[次官]多治比土作・佐伯美濠麻呂
[判官] 4人
[録事] 4人
J 
oJ 
兵士12500人
水手4920人
。
晶
圃置盤固置圏・
[長官]蔵原朝狩
[次官]首済足人・田中多太麻畠
[判官] 4人
[録事] 4人
[動員]船152隻
。
• 
圃置置園面圃
[長官]百済五敏循
[次官]藤原因麻呂・小野石犠
[判官] 4人
[録事] 4人
[動員]船121集兵士12500人
子弟62人水手4920人
[第1図1天平宝字期の節度使
軍事力に対して.渡海させるだけの船を保有していなかったことを意味する。よって.船の建
造を行なわなければ，新羅征討を実施できない状況であったことが想定される。
[史料2]をみると，農閑期である「閑月」に建造が命じられており.公民への負担を考慮し
ているため.完成時期は「五年の内」と設定されている。よって.船の建造が終わるまで新羅
征討は実施できなかったと考えることができる。この点をふまえると，新羅征討の準備完了は
天平宝字6年 (762)に設定されていたと考えることができる。天平宝字6年 (762)11月には.
香椎廟に「新羅を征せんが為に軍旅を調へ習はしむるを以てすなり。」と報告しており.準備が
整っていたことをうかがわせる記述がみえる[表-23]。
なお，船の数値で注意が必要な箇所があり.天平宝字3年 (759)の建造命令では5∞綬.節
度使が検定する総数は394隻と数値が異なる点である。両者は建造と検定であるため.別のこ
とを意味していると考えると.新羅征討には894般が必要であった可能性もある。特に.5∞ 
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艇の建造命令の際に.東海道節度使の所管固は対象となっておらず.遠方のため新造はしなかっ
たのであろう。この時の船の規模は不明であるが，戦闘員・非戦闘員・武具・軍棋をはじめ，
騎兵用の馬までを想定すると大量の船を必要とする。このように，この時に新羅征討を実施す
るためには，船5∞般を新規に造営しなければならなかったため，どうしても 3年の期聞を必
要としたことが想定される。節度使の設置が遅いという印象を受けるのは.船の造営が終了す
るのと時期を合わせていると考えられる。初動から軍団兵士の訓練などを行なうと，公民の寵
弊を招くことになるからである。
天平宝字4年 (760)4月に新羅使が来朝するが，藤原朝狩が新羅の外交姿勢を詰問した上で
放還している l表-15] 0 この点について，河内春人氏は.新羅使に攻撃の姿勢を見せて脅しを
かけたが失敗し，威嚇策としての「新羅征討計画」から実際に武力を行使する計蘭へと変化し
たことを指摘する{2~この時に.新羅使が日本の要求を呑んだのならば，新羅征討計画は一時
中止になったかもしれない。ただし初動から戚嚇策であるという意味で理解するならば，新
羅使の来朝は不定期になっているため，新羅使が来朝することを予測していなければならない。
船の大量建造は重要な意味を持っていると考えられ，当初より，新羅征討を実施する強い意志
を表明しているのではないだろうか。
新羅征討計画時.征討軍の基盤となる軍団兵士制は通常規模で機能していたため，新羅征討
に踏み切ることができた要因の一つである{釦。しかし，列島内での軍事行動とは異なり.新羅
征討には船が不可欠であったため，即座に実施までに至らなかったと考えることができる。こ
のことは，律令制国家は対外軍事行動を放棄しているまでとはいえないが.国家政策として強
く意識していなかったことを意味するのではないだろうか。また.新羅征討を行なう際には，
水上戦も想定される要素であるが.水上兵力の形成も限定的であるように，思われる。
3.新経征討計画における対外防衛の意識
新羅征討計画において.征討箪を編成するための軍事力は.節度使を設置することにより動
員されている。しかし. [第l図】をみて分かるように.西海道の肥前固・壱岐嶋・対馬嶋・多
機嶋，山陰道の全域・山陽道の長門国が除外されていることには注目しなければならない。す
なわち.新羅征討の準備・実施において，対外防衛が意識されていることが想定されるのであ
る。対外防衛は7世紀代からの軍事問題であり.西海道を伝統的に正面とするものであり.天
平期には山陰地方にも拡大していった。本章では.新羅征討計画時において，対外防衛が意識
されていたことを明らかにすることを試みる。
(1)肥前園の除外理由をめぐって
西海道節度使の所管国は.筑前回・筑後固・肥後国・豊前回・豊後国・日向国・大隅国・薩
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摩国の計8固である[第l図】。ここで注目されるのは，西海道の全域 (9園3嶋)が所管され
ておらず，肥前回・対馬嶋・壱岐嶋・多微嶋が除外されていることである。多微嶋は十分な生
産力を有していなかったため.軍事力の動員に堪えられないことに求めることができる倒。壱
岐嶋・対馬嶋も同様マあるが.対外防衛の前線であることが意識されていると考えられる。
西海道節度使の所管圃を考える上で，肥前聞が含まれていない理由を考えなくてはならない。
岸俊男氏は「続紀諸本のあるものは(新訂増補国史大系本もにこの時の西海道に肥前を欠いて
入国とするが.これは伝写の聞にさきの東海道にみえる肥前国の記事にひかれたためではない
かと考えられ，本来は朝日新聞社本の改めたように肥前を含めた九国であったとするべきであ
ろう。」と指摘している刷。佐伯有義氏が校訂した朝日新聞社本をみると.i筑前・筑後・肥前・
肥後・豊前・農後・日向・大隅・薩摩等九回Jとある慨。
谷森本(卜部本系統)を底本とする新訂増補国史大系本は「筑前・筑後・肥後・豊前・豊後・
日向・大隅・薩摩等八回Jと校訂している(へその龍頭には「筑後，金本・城本此下有二肥前二
字一」と記され，金本(金沢文庫本)・期本(掘杏庵旧蔵本)には「肥前」が記されていたこと
が分かる。また.蓬左文庫本(金沢文庫本系統)を底本とする新日本古典文学大系本は「筑前・
筑後・肥前・肥後・豊前・豊後・日向・大隅・薩摩等入国」と校訂している(へ「入国」に対す
る脚注をみると.iここで「八」とするのは「九」の誤りか。」とある。よって，所管固として
「肥前」が含まれるのか，所管回数は「入国」か「九国」のどちらかである点が問題となる。
しかし「九回」とする写本はないようであり，朝日新聞社本は「九国，狩谷校本に八宜レ作
レ九とあるに拠て改むJという根拠で意改しているのである。新日本古典文学大系本は「入国」
に疑問を持ちながらも.蓬定文庫本に従って本文を校訂している。そもそも，肥前回が所管固
として認識されているのは.壱岐嶋・対馬嶋・多微嶋以外が所管されているのに.肥前国が所
管されていないのは不自然であるという意識であろう。本来は「筑前・筑後・肥後・豊前・豊
後・日向・大隅・薩摩等入国」であったが.書写の過程で「肥前」が加えられたが.i入国」は
「九回」に改められなかったと考えることができる。
ここで注目されるのは，東海道節度使の検定対象に「水手七千五百廿人。数内二千四百人肥
前因。二百人対馬嶋。」と記されていることである。岸俊男氏の理解をみると，肥前回・対馬嶋
に東国防人が置かれていたことが推測できる記述であるとしている明。しかし薗田香融氏・
松本政春氏が指摘するように，東海道節度使が検定する水手7520人のうち.肥前国 (24∞人)・
対馬嶋 (200人)が含まれると理解するのが妥当であろう倒。西海道節度使の所管固に肥前回
を含めると.肥前回の負担は二重になることが問題である。すなわち.西海道節度使の負担
(船・子弟・軍団兵士・水手・兵器製造).東海道節度使の負担(水手)となるのである。この
点をふまえると，肥前回は西海道節度使の所管聞ではなかったと推測することは不可能ではな
し、。
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なお，ここで引用した岸俊男氏の見解は「防人考一束固と西国一J(1955年発表)に述べられ
ており.その後に『日本古代政治史研究J(1966年刊行)に収められる。しかし.r藤原仲麻呂』
(1969年刊行)をみると，節度使に関する表 (p.287)において.西海道節度使の所管国に肥前
国はなく，東海道節度使の水手に肥前国・対馬嶋が含まれている。その本文をみると，薗田香
融氏の「恵英家子女伝考J(1966年)が引用 (p.289)されており，明記はされていないものの
肥前国・水手に関する見解を変えているように見受けられる。次に，動員規模から肥前国をめ
ぐる問題を考えていく。
(2)西海過における軍国兵士の動員規模と肥前園
商海道節度使の任務として，軍団兵士125∞人を征討軍士として選抜することが定められて
いる。西海道における軍団兵士制の規模は.r類束三代格』弘仁4年 (813)8月9日太政官符が
指標となる。この太政官符には，兵士私役による公民の疲弊と.軍事的緊張の緩和のため，西
海道6国の軍団兵士制を縮小することが記されている。特に.縮小前の規模も分かる点で重要
な意味を持つ。その内容を整理すると次のようになる。
【筑前国】[軍回数]4 [縮小前]4∞0人 → [縮小後]20∞人
[筑後国][軍回数]3 [縮小前]3∞o人 → [縮小後]15∞人
[豊前国][軍回数]2 [縮小前]20∞人 → [縮小後]10∞人
{農後固][軍回数]2 [縮小前]16∞人 → [縮小後]10∞人
[肥前国】[軍回数]3 [縮小前]25∞人 → [縮小後]15∞人
[肥後固】[軍回数]4 [縮小前]4∞0人 → [縮小後]2∞0人
この縮小措置により.西海道6固の軍団兵士の員数は 171∞人からω∞人に削減される。
特に.1団あたりの員数を 500人に統一することが目的であったと考えられる。この 17100人
という規模は，新羅征討計画時に適用できるかが問題となる。延暦1年 (792)6月には.箪団
兵士制が全国的規模で停廃されるが.陸奥国・出羽固・佐渡国・大宰府は「辺要」であるため
除外されている制。宝亀1年 (780)3月には.全国的規模での縮小措置が行なわれるが.r三
関J・「辺要Jは除外とされている 13)。ここでの「鴻要Jとは，延暦1年 (792)と閉じく，陸
奥田・出羽国・佐渡国・大宰府であったと考えられる制。
このように.大宰府(大宰府管内)は「辺要」であるため.軍団兵士制の縮小・停廃からは
除外されているのである。よって.弘仁4年 (813)段階にみえる 171∞人という規模は，大枠
では新羅征討時に適用することができる。この点は，筑前回・筑後国・豊前回・肥後国の軍団
の規模をみると.1団あたりの員数が基準兵力量のl(別人であることからも分かる。しかし.
肥前国・豊後国の軍団は 1000人規模とはならないため.他の4固とは様相が異なることが想定
される。
10 
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[史料3]r類緊三代格J弘仁6年 (815)8月13目太政官符
太政官符
応三日向国加ニ軍毅一人一事
右得二大宰府解ー俗，謹案ド太政官去宝亀十一年十一月廿三日下二兵部省一符1:僻，肥前園兵士
五盲人。豊後園兵士六百人。軍毅各二人者。今当国兵士見有ニ五盲人『所レ領之毅唯此一
人。如有ニ身故ー者，誰備Jド常一。
弘仁六年八月十三日
この[史料3]をみると，宝亀1年 (780)1月に肥前回・豊後国の箪団が縮小された形跡
が確認できる。他の4聞がl(削人単位であることをふまえると，肥前閣のl聞は1C削人から
5∞人に縮小.豊後固の1団は10∞人から 6∞人に縮小されたと考えられる。その理由は明ら
かではないが，この措置は宝亀1年 (780)1月に行なわれていることから.宝亀1年 (780)
3月の縮小措置とは異なるのではないだろうか慨。この点をふまえると，これ以前は肥前国・
豊後固ともにl∞0人規模の軍団で統一されており，西海道6国の軍団の規模は 18∞0人(18
団x1∞0人)であった可能性がある。
なお，日向国の箪団は【史料3]に500人とあることから.8世紀においても同数であったこ
とが想定できる。大隅国・薩摩国の軍団の規模は不明であるが，公民からなる「非隼人郡」は
少ないことから.大規模なものではなかったとみるべきである叫。弘仁4年 (813)の縮小措置
は.1団あたりの員数を 500人に統一することが目的であったと考えられる。この時に日向国・
大隅固・薩摩国がみえないのは.5∞人規模の軍団であったため対象とされていないからでは
ないだろうか。よって，日向国・大隅固・龍摩国の軍団は15∞人 (3団x5∞人)と推測する
ことができる。新羅征討計画時における西海道9固の軍団は，ここでは19500人という規模と
して推算しておく。また，天平宝字元年 (757)に東国防人が停止されていたことも重要である
【表・2]。
I史料4]r続日本紀J天平宝字元年 (757)閏八月壬申条
勅日.大宰府防人，頃年差ー坂東諸国兵士ー発遣。由レ是，路次之国，皆苦て供給ー。防人産
業，亦難こ弁済-。自レ今己後，宜ド差」西海道七国兵士合一干人一ー充一ー防人司-。依レ式鎮成1.0
其集レ府之日，便習」五教ー ・。事具一別式.。
この[史料4]には.東国防人を停止することにより.西海道の軍団兵士l∞o人を防人とし.
大宰府に派遣することが記されている。この7固とは，筑前国・筑後国・肥前回・肥後国・豊
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前回・豊後国・日向国であったと考えられる。新羅征討計画時においても.防人は停止されて
いたとは考えがたいため.この 10∞人は新羅征討に使用されないことになる。以上の点をふ
まえると.軍団兵士の総数195∞人から.西海道節度使の 12500人を引くと.軍団兵士7∞0人
が残ることになる。さらに.ここから西海道防人1000人が引かれると，残りは軍団兵士6∞o
人となり武具の製作に従事することになる。
新羅征討が実施されると，西海道の軍団兵士は約3分のlとなる。さらに.武具・軍棋など
も大量になくなるため，西海道の軍事力は大幅に低下することになる。よって.緊急時に対応
することが難しくなり，特に壱岐嶋・対馬嶋を防衛することが困難になる。そのため，肥前国
を所管固から外すことにより.軍事力の低下を最小限に止めようとしているとは考えられない
だろうか。特に.壱岐嶋・対馬嶋を支援する際に，肥前聞は地理的に効率的な位置にある。こ
の点は，山陰道諸国・長門国が動員地域となっていないことからもうかがえる(後述)。ここで
は.肥前回が節度使の所管国ではなかった可能性を提示しておく。
(3)山瞳遭帽園・長門園の除外理由
天平4年 (732)8月，東海・東山二道節度使(藤原房前)・山陰道節度使(多治比県守)・西
海道節度使(藤原字合)が任命される(お)。そして，任務の終了により天平6年 (734)4月に停
止される制。山陰道節度使・西海道節度使の任務は.新羅を意識した防衛体制の整備であった
ことが明らかにされている問。また，東海・東山二道節度使の任務は.西方で緊急事態が発生
した際の支援体制を整備することであった制。これまでの対外防衛は，西海道が正面として認
識されていたが，山陰道も新たに組み込まれたことが重要である制。しかし.天平期の節度使
をめぐっては，所管国が明記されていないことが問題となる。
山陰道節度使の所管固について.因幡国・伯者国・出雲国・石見国・隠岐国・安芸固・周防
国・長門国の計8国を想定する北啓太氏の指摘(叫がある。まず.i天平六年出雲国計会帳」には.
山陰道節度使の文書に関する情報が記されており.伯者国・出雲国・隠岐国・石見国は確実に
所管固に含まれていたとする。さらに，宝亀 1年 (780)7月の縁海警固令(41)では.因幡固・伯
香園・出雲固・石見国・安芸国・周防国・長門固が「天平四年節度使従三位多治比真人県守等
時式J(防衛要綱)による警戒を行なっていることから，上記4国を除いた因幡固・安芸園・周
防国・長門国も所管固であった可能性を提示している。
これら 4国の内.長門国は日本海・関門海峡に面するため，対外防衡を任務とする地域でな
ければならない。貞観 1年 (869)に毎師[第2図1が置かれているように.長門国は9世紀
においても重要な地域であった制。安芸国・周防国は瀬戸内海に面するため疑問は残るものの.
日本海に面する因幡国・伯者国・出雲国・石見固・隠岐国・長門国の計6国は.山陰道節度使
の所管固であったと考えられる。なお，節度使は道制を越えた範囲を所管するため.山陽道の
12 
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圃暗唱。
[第2図1事苦闘の般鑑
長門国が含まれていても問題にはならない。この点は.天平期の東海・東山二道節度使という
名称，天平宝字期の東海道節度使・南海道節度使の所管国をみれば分かる。
このように.日本海に面する因幡国・伯香固・出雲国・石見国・隠岐国・長門固は，天平期
より対外防衛を任務とする地域となった。新羅征討を実施する際に，山陰道諸国・長門国を軍
事力の動員地域とすることは，地理的環境をみれば効率的であることは明らかである。しかし
山陰道諸国・長門聞が除外されているのは.対外防衛を意識しているからと考えるべきである。
ただし天平宝字2年 (758)12月の警戒命令[表-61は，慣習的に対外防衛を行なう大宰府
に指示されている。この点をふまえると.山陰道諸国・長門国を除外したのは，吉備真備の構
想であったことが想定され. I行軍式」に盛り込まれていたことは推測できないだろうか。
以上，西海道・山陰道・長門国の様相をふまえると.新羅征討を実施する際に対外防衛が意
識されていたことがうかがえる。天智2年 (663)の対外軍事行動では.対外防衛の問題は存在
していなかった。そのため，新羅征討計画にみえる対外防衛は，この時の軍事環境を反映した
現象として位世付けることができる。南海道節度使は山陽道・南海道を所管するため，西海道
節度使と合わせると.新羅征討が実施されると西方の軍事力は大幅に低下する。新羅の侵攻と
いう平時の目的だけではなく，敗戦という最悪の状況まで想定し軍事力・防衛力の低下を最
小限に止めているのではないだろうか。これまでの研究をみると，戦時編成に目が向けられが
ちであるが，対外防衛を含めて総合的に考えることも必要である。
4.新羅征討計画における節度使の所管国
前章において.新羅征討を実施する際に対外防衛が意識されていたことを確認した。前章で
触れたように，この時の酋海道は，新羅征討を実施するとともに，対外防衛も展開している重
層的な構造になっていた。本章では.東海道節度使・南海道節度使の所管固について.それぞ
れの軍事環境をふまえて分析する。
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(1)東海道節度使の所管国
東海道節度使の所管国は.遠江田・駿河国・伊豆国・甲斐国・相摸国・安房国・上総国・下
総国・常陸国・上野田・武蔵国・下野国の計12固である[第l図】。これらの所管固をみると.
東海道節度使という名称でありながら，東山道に属する上野国・武蔵国・下野国が含まれてい
る。松本政春氏は.東海道節度使の名称が用いられた理由として.東海道の閏が多数を占めて
いたことを想定している(ペ多賀城の由来・修造を記す「多賀城碑」には.藤原朝狩の官職は
「東海東山節度使」と記されている。
これら 12国の分布をみると.律令制下での「東国」の領域(叫に相当することが注目される【第
3図】。この「東国」の特徴として.律令制以前はトネリの供給に集約されるように.ヤマト王
織の軍事的碁擦として機能していたことが知られている酬。律令制下においては.防人の供給
地として機能したように，軍事的に重要な地域であり続けた(岨)。よって.東海道節度使の所管
国の背景には.r東国」に対する伝統的な意識があったことが分かる問。なお，東海道節度使の
所管国をみると.r東国」に含まれる信濃国が除外されている。信浪固は内陸国であるが.同じ
条件の甲斐国・上野国・武蔵国・下野固と比べると，太平洋側への移動が容易ではなかったこ
とが想定される刷。
なお.天平期には東海・東山ニ道節度使が設置されており，その名称から東海道・東山道の
国を所管していたことが分かる。東海・東山二道節度使の任務は，西海道・山陰遭が攻撃を受
けた際に，支援兵力を派遣する体制を整備することであったと考えられている。有事が発生し
た際の対応として.兵員・武具・軍棋などを船で速やかに輸送することが必要である。新羅征
討計画の場合.緊急的に輸送を行なう必要はないが.船を用いて輸送するという点では天平期
と共通する。そのため，東海・東山ニ道節度使の所管固は.律令制下に「東国」が軍事的に重
視されていたことをふまえると.天平宝字期とほぼ同じ領域であったと考えられる。
東海道節度使の所管固を考える際に，対蝦夷政策との関係をふまえておく必要がある。藤原
仲麻呂政権において.新羅征討が決定される以前.対蝦夷政策が積極的に展開していた[表・
1・3・4・5)0すなわち，藤原仲麻呂政権の軍事政策は.当初は対蝦夷政策を基軸として展開し.
新羅征討に移行していったものと評価できる。積極的な対蝦夷政策は，天平9年 (737)の奥羽
直路開削の失敗より中断していた(49)。藤原仲麻目政権では，蝦夷支配の拠点として桃生城(陸
奥国)・雄勝城(出羽田)を造営し，天平期に残された課題を解消するべく積極化していること
が特徴である[表-4・5)。
特に.多賀城(陸奥国)と秋田城(出羽固)を結ぶ支配体制の構築は重視され.天平宝字3年
(759) 9月に出羽田の内陸部に郡・駅を設置【表・ 12)することにより達成されている。天平宝
字3年 (759)6月に「行軍式」の作成指示が出されているため，この施策は新羅征討が決定さ
れた後のものである。よって.即座に新羅征討に移行するのではなく，当初の目的を達成させ
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[1]東国の領峨 [2]和銅2年の征夷
[3]養老4年の征夷 [4]神亀年間以降の征夷
[第3園]r東園Jと「坂東」の領域
るまで対蝦夷政策を中止しなかったのである。そこで注目されるのは，緊急時における「坂東」
の支援体制の整備である【表-14) 0 
[史料5)r続日本紀j天平宝字3年 (759)1月辛宋条
勅=坂東八国ー，陸奥固若有三急速ー，索=援軍ー者.国別差=発二千巴下兵一.択=国司精幹者一
人一，押領逮相救撮。
この【史料5)には，陸奥固に緊急事態が発生した場合， r坂東入国」に援軍の派遣を命じた
ことが記されている。この「坂東」は現在の関東地方に相当する領域であり，相模国・安房国・
上総園・下総国・常陸固・上野園・武蔵固・下野固から構成される[第3図]。北啓太氏は，和
銅2年 (709)・養老4年 (720)の征夷軍は，東海道・東山道・北陸道が動員地域【第3図1で
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あったが，神亀元年 (724)以降の征夷軍は「坂東」に固定されることを指摘している(則。J11尻
秋生氏は.蝦夷支配の体制を整備する神亀元年体制の一環として， I坂東」が創出されとことを
明らかにしている(ヘこのように.この時の対蝦夷政策は，緊急時の支援体制を整備すること
により区切りを付けている。また.陸奥田には「坂東」から鎮兵が派遣されていたが.防人の
供給地と重複することが特徴であり，相Eの停止・復活は連動するものであった明。天平宝字
元年 (757)閏8月， I坂東」から派遣されている防人を停止[史料4)しているが.この措置は
鎮兵を復活させる施策であった。鈴木拓也氏は.この時に復活した鎮兵は約3∞0人であるこ
とを指摘している倒。
このように，藤原仲麻呂政権において， I東国」は東海道節度使の所管固， I坂東Jは対蝦夷
政策の支援地域として機能していたことが分かる。両者の領域は重複するため，東海道節度使
の所管国では，新羅征討計画と対蝦夷政策の任務が並行する重層的な関係になっていたのであ
る。東海道節度使が動員する軍団兵士は157∞人であるが， I坂東」は鎮兵(約30∞人)を派
遣していたことをふまえると，箪事的負担は重いものになっていたといえる。藤原仲麻日は新
羅征討を重視したため，蝦夷を刺激するような行動は取らなかったと考えられるが，潜在的に
は二正面作戦に発展することもあり得たのである。
(2)南海道節度使の所管園
南海道節度使の所管聞は，紀伊国・阿波国・讃岐固・伊予国・土佐国・播磨国・美作国・備
前国・備中国・備後国・安芸国・周防国の計12国である[第l図】。その領域は山陽道・南海
道に及んでおり，東海道節度使と同じく道制の区画を越えた範囲となっている。なお.淡路国
が除外されているのは，養老3年 (719)に軍団兵士が停廃されているためである酬。また.長
門固については.対外防衛との関係で除外された可能性があることを先に述べた。律令制下の
軍事政策をみると，山陽道・南海道は史料にあまり出てこない地域である。
天平期の節度使では.安芸国・周防国・長門国は所管された可能性があるが，両道では軍事
力の整備は行なわれていなし、。節度使が任命される以前.天平3年 (730)1月に畿内惣管・諸
道鎮撫使が設置され，山陽道鎮撫使として多治比県守が任命されている(日)。石母田正氏は，畿
内惣管・諸道鎮撫使の設置目的は，社会不安・対新羅関係に対応するため.畿内・西国の軍事
体制を固めることであったことを指摘している明。しかし天平期の節度使のように.軍事訓
練・武具製作のような施策は行なわれていない。よって，天平期でも対象となった西海道節度
使・東海道節度使とは前提が異なることが特撮である。
この背景には.白村江敗戦が影響を与えていることが想定される。岸俊男氏は.天智2年
(663)の百済復興の軍事行動は，北九州地方を中心として，畿内以西の広義の西国が動員地域
であったことを指摘している (5九さらに.白村江敗戦による戦死・捕虜が発生したため.西国
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は重大な打撃を受けることになり.代わりに「東国」が軍事的に重要な地域として認識される
ようになったことを指摘する。この点をふまえると，西海道・山陰道は対外防衛を任務とした
ため.8世紀には軍事的に重要な地域として認識された。しかし.山陽道・南海道は対外防衡を
任務としないため，軍事的に空白地域であったといえるだろう。
ここで注目したいのは，山陽道・南海道が対外防衛の支援地域として機能しなかったことで
ある。天平期の節度使では，西方の支援機能が付与されたのは東海道・東山道であった。地理
的環境をふまえると.山陽道・南海道に設定するのが効率的である。また.r続日本紀j天平宝
字3年 (759)3月庚寅条には，大事府が「東国防人罷むにより，辺成日に荒散せり。」という理
由で.東国防人の復活を申請するが.中央は「衆議して充さず。」として拒否している。この後
も大宰府は防人に問閣を抱えるが，東周防人は復活することはなかった。防人の供給地として，
隣接する山陽道・南海道が意識されていないことは重要である。すなわち.8世紀に入ると白
村江敗戦による打撃は回復していったと考えられるが.i東国JIこ対する意識が根強かったこと
を意味する。なお，新羅征討計画以外に山陽道・南海道が軍事力を動員している事例がある。
[史料6)r続日本紀j天平12年 (740)9月T亥条
広嗣遂起レ兵反。勅，以二従四位上大野朝臣東人ー為=大将軍ー。従五位上紀朝臣飯麻呂為コ副
将軍ー。軍監・軍曹各四人。徴ニ発東海・東山・山陰・山陽・南海五道軍一万七千人-。委ニ
東人等持節ー討之。
この[史料6)は.藤原広嗣の乱における征討軍の編成に関する記事であり.山陽道・南海道
が動員対象となっていることが確認できる。『続日本紀J天平 12年 (740)9月戊申条には.藤
原広嗣は「圏内の兵を徴発」したと記されている。大宰府管内の軍事力は，藤原広嗣に押さえ
られてしまったため.それ以外の地域で対応しなければならなかった。そのため.山陽道・南
海道は動員地域とせざるを得なかったのである。なお.対外防衛を任務とする山陰道も動員地
域に含まれており，この内乱を速やかに鎮圧する姿勢が確認できる。
このように，律令制下における山陽道・南海道は.i東国」に対する意識が強かったため.軍
事的には空白地域であったといえる。ただし.南海道節度使が置かれていることは，新羅征討
を実施する際には動員地域として機能することを意味する。しかし.新羅征討計画を除いては.
新羅征討は行なわれることはなかった。結果として，軍事力の動員地域としての山陽道・南海
道は.史料に表れることはなかったのである。新羅征討がしばしば実施される状況，西海道・
山陰道が攻撃を受ける状況があったとすれば，山陽道・南海道は「西国版の坂東」として形成
されたのかもしれない。
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5.おわりに
本稿では.藤原仲麻呂政権の新羅征討計画について.軍事的な視点から分析を加えた。史料
的制約があることから推測を重ねたが，各章どとの論点を以下に整理する。
[l]新羅征討計画の展開について.r行軍式jの作成により全体の構想が定められ.これに基づ
いて準備が進められたと考えられる。また.軍事力の動員規模は早い段階から算出されて
いたが.船の数量が足りていなかったため3年を必要とすることになった。そのため，征
討軍の編成は即座にできず，新羅征討には長い準備期間を必要とした。
[2]新羅征討を実施する際には.対外防衛を意識していたことが特徴である。この点は，西海
道の肥前回・壱岐嶋・対馬嶋，山陰道諸国，山陽道の長門闘が動員地域ではないことから
分かる。
[3]節度使の所管固をみると，西海道は新羅征討・対外防衛，東海道・東山道は新羅征討・対
蝦夷政策が重層的な関係にある状況であった。山陽道・南海道は軍事的に空白地帯であり.
動員地域として史料上に表出してこないが，新羅征討を実施する際には重要な役割を果た
す地域であったことが特徴である。
新羅征討計画は実施までに至らなかったが.律令制下における対外軍事行動を考える上での
唯一の事例である。本稿では.他の軍事行動との比較は十分にできなかったため.この点につ
いては後考を期したい。
注
(1) 森公章「律令国家「日本」の成立Jcrr白村江J以後J.講談社.1998年)。
( 2 ) 日本の8・9世紀における箪事行動は，次のように整理することができる。列島周縁部の蝦夷(列島北
辺)・隼人(南九州)に対しては，軍事力による進出も行なわれたため.軍事的な緊張をもたらすことに
なった。隼人について，大~2 年 (702) ・養老 4 年 (720) には反乱を起こしているが.その後は箪事行
動の発生は確認できない。一方.蝦夷を服属させることは容易ではなく.8・9世紀を通して軍事行動が
頻発することになった。いわゆる「三十八年戦争Jは，宝亀5年 (774)から弘仁3年 (811)にかけで，
断続的に軍事行動が発生した時期である。 9世紀に入ると積極的な進出は放棄されるが，出羽田で元慶
の乱が起きているように.慢性的な軍事的緊張は解消されることはなかった。一方.官人層内の対立を
みると，政変として発生することが多かったが.軍事力を伴った内乱としては.藤原広嗣の乱 (740年)・
藤原仲麻呂の乱 (764年)が挙げられる。
( 3 ) 日本と新羅の関係については，石母田正「天皇と『諸蕃』一大宗令制定の意義に関してーJ(f古代同家
論J.石母国正著作集4巻.岩波書l占.1989年，初出1963年).鈴木靖民『古代対外関係史の研究J(古川
弘文館.1985年).森公章「律令国家「日本」の成立Jcrr白村江」以後J.講談社.1998年).石井正敏
「日本律令国家の対外交流J(r東アジア世界と古代の日本J.山川出版社.2∞3年)などを参照。本稿にお
ける日本と新揮の外交については.これらの成果により述べている。
( 4 ) r続日本紀j天平9年 (737)2月己未条には「遺新羅使奏.新羅凶失二常事L-.不レ交ー 使旨ー 。於レ是，
召二五位己上井六位巳下官人惣ft五人子内裏一.令レ陳二意見ー 。Jとあり.官人に新羅に対する意見が求め
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られている。『続日本紀j天平9年 (737)2月丙貧条には「諸司奏ニ意見表ー。或言.遺レ使間ニ其由一。或
言.発レ兵加ニ征伐→。」とあり，使者により働問する穏健策と，征討を加える強硬策に意見が分かれてい
る。この点については，河内春人「詔勅・処分にみる新羅観と新艦征討計画J(f駿台史学J108. 1伺9年.
pp.27同30参照)に述べられている。
(5 ) 藤原仲麻呂政権の総合的な理解には.岸俊男『藤原仲麻呂J(吉川弘文館.1969年).木本好信『藤原仲
麻呂ー率性は聡〈敏くしてーJ(ミネルヴァ書房.2011年)を怠照。
(6 ) 新履征討計画の総合的な理解には.岸俊男「蝦夷経略と新擁征討J(r藤原仲麻呂J.吉川弘文館.1969 
年).石母田正「国家成立史における国際的契機J(f日本の古代国家J.岩波書庖.1971年.pp.72-77参
照).木本好信「藤原仲麻呂の対外政策J(r藤原仲麻呂ー率性は聡く敏くして-J.ミネルヴ7書房.2011 
年)を参照。対外関係史の研究は多く.石井正敏「初期日本・渇海交渉におけるー問題一新擁征討と渇海
ーJ(r日本渇海関係史の研究J.吉川弘文館.2∞l年.初出 1974年).酒寄雅志「八世紀における日本の
外交と東アジアの情勢一渇海との関係を中心としてーJ(r渦海と古代の日本J.校倉書房.2∞l年.初出
1977年).鈴木靖民「日本律令制の展開と対外関係J(f古代対外関係史の研究J.吉川弘文館.1985年.
初出 1982年).河内春人「東アジアにおける安史の乱の影響と新経征討計画J(r日本歴史』民1.1995年).
同「詔勅・処分にみる新羅観と新羅征討計画J(r厳台史学J108. 1999年)などが挙げられる。この他.
江草宣友「藤原仲麻呂政権下の銭貨発行と新艦征討計画J(r国史学J182. 2∞4年)は.銭貨発行・戦費
調達との関係で蹟じている。
(7 ) 下向井飽彦「日本律令軍制の基本構造J(r史学研究J175. 1987年)。
(8 ) 岸俊男「防人考一束固と西国一J(r日本古代政治史研究J.塙書房.1966年.初出 1955年).平野友彦
「健児制成立の背景とその役割J(佐伯有精編『日本古代史論考J.吉川弘文館.1980年).北啓太「天平四
年の節度使J(土田直鎖先生還暦記念会編『奈良平安時代論集j上巻.吉川弘文館.1984年).松本政春
「節度使とその所管国J(f歴史研究J42.2∞4年).拙稿「天平期における節度使体制の軍事的意義につい
てJ(f日本古代学J4. 2012年)。
(9 ) 鈴木敬三「締甲宵と綿襖宵J(r武器と武具の有職故実J.吉川弘文館.2014年.初出 1961年).上回宏
範「綿襖宵J(r橿原考古学研究所鈴集J5.吉JI弘文館.1979年).拙稿「律令制下における軍隊編成に関
する基礎的考察J(f日本古代学J5. 2013年)。
(10) r経国集』巻20・策下には.新履征討に関する策問(試験問題)が徹砲できる。新躍の強硬な姿勢に対
して「多発二機船一，逮婦二威武一。斬=棄鯨於鰻盤ー，破=封家於鶏林一。但良将伐謀，神兵不レ戦。欲レ吏三
斯道ー.何施而獲。」とある(f覆刻日本古典全集J.現代思潮社. 1982年.p.177)。その日付をみると.
天平宝字元年 (757)1月10日とあり.この時に新1征討が現実的な選択肢として認識されていたこと
がうかがえる。この対策については.石母国正氏前掲論文「国家成立史における国際的契機J(p.88).遠
藤慶太r経国集』対策の新橿観一天平宝字元年紀真象対策よりーJ(r史料皇撃館大準史料編纂所報J236. 
2012年)を参照。
(1) 新極征討の実施条件は，これまでの研究により提示されてきている。条件日]・ [3]・[4]については.
石母国正氏前掲論文「国家成立史における国際的契機」に襲現されている (pp.72-77)。条件 [2]は日本
と渇海の外交と関係しており.日野開三郎「安史の乱による唐の東北政策の後退と湖海の小高句嵐国占
領J(r史淵J91. 1963年).鳥山喜ー「溺海王国と日本との交渉J(f溺海史上の諸問題J.風間書房.1968 
年).石井正敏氏前掲論文「初期日本・渇海交渉におけるー問題一新樟征討と渇海ー」などを審照。
(12) 河内春人氏前掲論文「東アジアにおける安史の乱の影響と新緑征討計蘭J.pp.23-26。
(13) 天平宝字3年 (759)3月，大宰府より「府官所レ見.方有ニ不レ安者四ー。」として.対外防衛の体制に問
題があることが報告される{表-7)。その後.対外防衛政策が西海道に対して実施される。天平宝字5
年 (761)7月における年料器伎制の導入[表・ 18).天平宝字6年 (762)4月における大宰府への場師設
置 I表-21)は.新樟征討計画の施策として位置付けられることが多いが.対外防衛政策として設定する
べきである。年料器伎制とは.武具を計画生産するための体制であり.諸国の正税を財源として用いた
公的生産である。 f延書式』兵部
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172領・大万522口・弓 1594張・征箭1747具・胡鎌1737具となる。西海道で最も多くの数量を製作する
肥後固でも.甲4領・大万 10口・弓20張・征箭40具・胡鎌40具でしかない。また.その対象となった
のは.筑前回・筑後図・肥前回・肥後周・豊前国・豊後国・日向閣であり，西海道節度使の所管固とは一
致しない。穆師は穆(設置型の機械兵器)を運用する官職であり.毎は高性能兵器であったものの.製
作・射撃が容易ではないなどの欠点があった。新履征討に毎を投入するのならば.設置されるのが遅い
ように見受けられる。
(14) r続日本紀j天平宝字2年 (758)12月戊申条に「其府帥船王及大弐吉備朝臣真備.倶是碩学.名顕ニ当
代ー。簡在二朕心ー.委以二重任ー。」と記されている。
(15) 天平宝字4年 (71印)11月.吉備真備が衛府官人に「諸葛亮八隙」・「孫子」を教授[表ー 16)。天平宝字
5年 (761)1月.軍団兵士に「五行之陳」の訓練を指示【表・ 19)。天平宝字6年 (762)6月， r唐国新
機」の綿製防具「綿襖宵」を製作【表・20)。これらは中国的要素の強い軍事施策であり.征夷などには
見られない新搬を意識したものであるが，吉備真備がいたからこそ実施できた要素が強い。この点につ
いては.拙稿「律令制下における軍隊編成に関する碁礎的考察jU日本古代学J5， 2013年)を拳照。
(16) 河内春人氏は， r日本書紀jの成立によって律令国家の康史的世界観のイメージが可視的になり.新撮
服属の違源が神功皇后の新羅征討伝承にあるものちして確定化する。」と指摘している(前掲槍文「詔勅・
処分にみる新極観と新婦征討針画j，p.29)。
(17) r行軍式」の内容を考える上で，対外防衛のために導入された「式」が参考となる。山険遭・西海道の
ものとして， r備辺式」・「警図式」・「天平四年節度使従三位多治比真人県守等時式」・「同年節度使従三位
藤原朝臣字合時式Jが稽留できる (r天平六年出雲国計会帳」天平5年12月16日発送節度使符・『続日本
紀j天平宝字3年3月庚寅条・『続日本紀』宝亀1年7月丁丑条)。宝亀1年 (780)には北陸道にも「式」
が導入され， r続日本紀j同年7月戊子条・『類来三代格』同年7月26日格より内容を知ることができる。
その内容は全6項からなり， r賊船Jの発見からの対応に始まり， r賊」を撃退するまでの方法が記されて
いる。すなわち.この「式」は防衛行動の細則であり，防衛要綱として位置付けることができる。その解
釈については，下向井健彦「捕亡令「臨時発兵」規定について一回衡軍制の法的淵源ーj(r続日本紀研究1
279， 1992年， pp.16-l7)を参照。
(18) 下向井健彦氏前掲諭文「日本律令軍制の基本構造j，pp.18-19。
(19) r養老令」職員令28'主船司条に「主船司/正一人。〈悠二公私舟橋及舟具事一。〉佑ー人。令史ー人。使
部六人。竃丁一人。船戸。」と規定されている。
(20) 北啓太氏前掲論文「天平四年の節度使j，p.533。
(21) 河内春人氏前掲諭文「束アジアにおける安史の乱の影響と新橿征討計画j，p.28。
(2) 下向井筒彦「軍縮と軍拡の奈良時代j(r歴博J71. 1995年， p.15)。
(23) 多微嶋の領域は.現在の種子島・屋久島に相当し.大宝2年 (702)に成立した令制園である。『類束三
代格j天長元年 (824)9月3日太政官符には.多機嶋の嶋司には年間に稲3創削余束に相当する支援が必
要であるが.貢進物として「貢蘭鹿皮ー百余領」しかないことが記されている。そのため，天長元年 (824)
に多機嶋は廃止され.大隅固に編入される措置が取られた。
(24) 岸俊男氏前掲槍文「防人考一束固と西国一j，p.311。
(25) 佐伯有義校訂・標注『続日本紀』巻下(増補六回史4，朝日新聞社， 1940年， pp.59-ω)。
(26) 新訂増補国史大系『続日本紀j後篇(吉川弘文館， 1935年， p.282)。
(27) 新日本古典文学大系『続日本紀J3 (岩波書庖， 1992年， p.394)o r続日本紀蓬左文庫本J3 (八木書庖.
1992年， p.208)も参照。なお.蓬左文庫本の巻11-40は.鎌倉時代後期に書写された金沢文庫本であ
り.本稿で問題としている箇所は巻23に該当する。
(28) 岸俊男氏前掲論文「防人考一束周と商国一j，p.309。松本政春氏が指摘するように.この時に東国防人
は停止[表・2)されていることから， r数内二千四百人肥前国」は東国防人であった可能性は低いであろ
う(前掲論文「節度使とその所管園j，p.50)。ただし.松本政審氏は西海道節度使の所管聞に肥前回を含
む計9固としている。この他.村尾元融の『続日本紀考証』には「肥上.金沢本・堀本有ニ肥前二字ー。若
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然.下文八回当レ作九閏ーo 内藤氏日.依三上文一肥前回二千四百人在三東海道節度使検定数内。則有三
肥前二字一考非レ是。Jと記されている(巌桂様. 1872年)。朝日新聞社本の標注には「肥前，此三字金本
曽本淀本に拠て補ふ。内藤広前の説に依二上文肥前回二千四百人既在二東海道節度使検定数内.則有三
肥前二字ー者非レ是と云も.上に見ゆるは東国の兵の阿国にあるものをいひ自ら別なりjと記されている
(p.59)。
(29) 薗田香融氏前縄論文「恵美家子女伝考J(p.53).松本政春氏前掲論文「節度使とその所管図J(p.50)。
(30) r類来三代格j延暦1年 (792)6月7日勅には「倶陸奥・出羽・佐渡等国及大宰府者.地是辺要，不レ
可レ無レ備。所レ有兵士.宜=依レ|日置ー 。Jとして.大宰府管内は除外されている。
(31) r続日本紀j宝亀1年 (780)3月字巳条には「除二三関・辺要一之外，随三国大小一以為レ額。」と記され
ている。
(32) 8世紀における「辺要Jについては.仁藤敦史 r弘仁格Jからみた辺要因規定J(吉村武彦編『日本古
代の国家と主権・社会J.塙書房.2014年)を参照。
(33) 下向井穂彦氏は，笈亀 1年 (780)3月の縮小措置の事例として肥前園・豊後国を挙げている (r光仁・
桓武朝の軍縮改革について一律令軍制の解体と律令国家の転換-J.r古代文化J49. 1997年.p.642)。
(34) 薩摩固については，天平8年度 (736)の「随麻国正税帳」に「元日拝靭庭万祢国司以下少設以上」と
確認でき.大殺・少数が配置される軍聞が置かれていた (r大日本古文書』編年文書2.p.13)。薩摩国は
非隼人郡 (2郡)・隼人郡 (11郡)より構成されており.軍団は非隼人郡 (2郡)を対象として I団のみ置
かれていたと考えられる。大隅聞も薩摩国と同様の状況であり. 1団のみ置かれていたことが想定され
る。
(35) r続日本紀j天平4年 (732)8月丁亥条に「正三位藤原朝臣房前為ニ東海東山二道節度使ー。従三位多治
比真人県守為士山陰道節度使ー。従三位藤原朝臣字合為コ西海道節度使ー。道別判官四人。主典四人。医
師一人。陰陽師一人。」と記されている。
(36) r続日本紀j天平6年 (734)4月壬子条に「諸道節度使事既花。於レ是，令三国司主典巳上掌ニ知其事一。J
と記されている。
(37) 天平期の節度使の総合的な理解には.北啓太氏前掲論文「天平四年の節度使」を多照。『続日本紀j天
平4年 (732)8月壬辰条には，節度使体制の基本方針が記されている。主要なものを挙げると[1]兵器・
牛馬の売与禁止. [2]幕・釜の填備. [3]軍団兵士の差発. [4]兵器の修理. [5]船の造営. [6]籾・塩
の備蓄などに整理でき，基礎的な軍事力の整備が目的である。一方.r天平六年出雲園計会帳」には山陰
道節度使が行なっていた施策が確認でき.r続日本紀jには確認できないものが多い。この「天平六年出
雲国計会帳jは.天平5年8月1日から天平6年7月31日にかけて.出雲国が授受した文書の情報が記
されている。北啓太氏の整理によると.[1]幕の造作. [2]毎の製造・配備. [3]綿甲の製造. [4]その
他兵器の製造・修埋.[5]兵士の節度使下での試練.[6]儲士の差点.[7]婦の設置.[8]備辺式の下付，
[9]鉦の下付が出雲屈で行なわれていた施策である。
(38) 坂本太郎「正倉院文書出雲国計会帳に見えた節度使と四度使J(r律令制度J.坂本太郎著作集7.育川弘
文館. 1989年.初出 1932年)，北啓太氏前掲論文「天平四年の節度使J(p.547)を泰照。
(39) 拙稿「天平期における節度使体制の軍事的意義についてJ.p.13。
(40) 北啓太氏前掲鎗文「天平四年の節度使J.pp.535-537o 
(41) r続日本紀j宝亀1年 (780)7月丁丑条に「勅.安不忘レ危.古今通典。宜下仰二縁海諸国.勤令」審問
一。其因幡・伯脅・出雲・石見・安芸・周防・長門等国，一依ニ天平四年節度使従三位多治比真人県守等時
式動以警固薦。又大宰宜レ依二同年節度使従三位藤原朝臣字合時式ー。Jと記されている。
(42) r日本三代実録j貞観1年 (869)12月2日条に「省二長門国史生一員一.置二考師一員可Iと記されて
いる。『類来三代格』貞観11年 (869)1月29日太政官符には「右得二長門図解ー俄，此国素置一軍団
調二習兵戎一。而有二号機ー無二其師一。若有二不虞ー.何得二適用ー。望請.停二史生ー置二費量師ー。謹鵡一官裁
者ー。Jと記きれている。
(43) 松本政春氏前掲論文「節度使とその所管国J.p.52o 
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ω4) r東国Jの総合的な理解には.荒井秀規 r東国」とアヅマJ(関和彦編『古代東国の民衆と社会J.名著
出版， 1994年)を参照。
(45) 井上光貞「大化改新と東国Ja日本古代国家の研究J.井上光貞箸作集1.岩波書底， 1985年，初出 1965
年)などを参照。
(46) 防人の供給地については.岸俊男氏前掲論文「防人考ー東国と西国一」などを参照。
(47) 松本政春氏は.東海道節度使の所管固について.防人の供給地との関係で論じている(前掲槍文「節度
使とその所管園J)。本稿では.防人の供給地を「東国」としたが，松本政春氏の見解に従っている。
(48) 信浪固の地理的環境をみると.圏内は盆地で分断されているだけではなく.東山道の駅路を利用する
と碓氷峠を越える必要がある。また，天竜川を利用する方法もあるが.山間部が急流であることから.兵
員・物資の輸送は容易ではなかったと考えられる。なお.天竜川を利用すると三河固に移動できるが.東
海道節度使は三河固を所管していないことも関係しているのかもしれない。一方.甲斐園・上野園・武蔵
国・下野国も内陸国であるが.駅路・河川を利用すると信機園よりも効率的な移動ができる。
(49) 鈴木拓也氏は.対蝦夷政策の中断を疫病流行・大仏建立に求めている (r天平九年以後における版図拡
大の中断とその背景J，今泉隆雄先生還暦記念輸文集刊行会編『杜都古代史鎗集J.2{胤年)。
(50) 北啓太「征夷軍編成についてのー考察J(r書陵部紀要J39， 1987年， p.2)。
(51) 川尻秋生「坂東の成立J(r古代東国史の基礎的研究J.塙書房， 2∞3年.初出l鈎9年)。
(52) 鈴木拓也「古代陸奥国の軍制J(r古代東北の支配構造J，吉川弘文館， 1999年.初出 1991年)。
(53) 鈴木拓也氏前掲輸文「古代陸奥闘の軍制J，pp.78-79o r続日本紀j神護景雲3年 (769)正月己亥条に
1;: r陸奥図書.他国鎖兵，今見在レ成者三千余人。就レ中.二千五百人.被ニ官符ー解却己詑。其所レ遺五百
余人。(後略)Jと記されており.天平宝字元年 (757)の餓兵は3α犯人であったことがうかがえる。
(54) r続日本紀j養老3年 (719)10月戊戊条に「滅ニ定京畿及七道諸国軍国井大小敵兵士等数一.有レ差。但
志摩・若狭・淡路三国兵士並停。」と記されている。
(5) r続日本紀』天平3年 (730)1月丁卯条に「始置二畿内惣管・路道鎮撫使ー。以ニ一品新田部親王ー為ニ大
惣管ー。従三位藤原朝臣字合為ニ副惣管ー。従三位多治比真人県守為ニ山陽道鎮撫使ー。従三位藤原朝臣麻
呂為ニ山陰道鎮撫使ー。正四位下大伴宿祢道足為ニ南海道鎖撫使ー。」と記されている。
(56) 石母国正氏前掲鎗文「国家成立史における国際的契機J，pp.77-79。
(57) 岸俊男氏前掲諭文「防人考一束固と西国一J，pp.314-315。
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新羅征討計画における軍事力動員の特質
Nature of Military Mobilization for Planned Attack on Sila， Korea 
in Eighth Century Japan 
IGARASHI Motoyoshi 
In eighth century Japan under the ritsuryo code， althe military campaigns were domestic. 
Fujiwara no Nakamaro (706-764)， one of the most influential aristocrats from the 750s to the 
760s， seriously planned to attack Sila. Korea， and the military mobilization for foreign war was 
eminent. This plan collapsed as Nakamaro lost political power， and therefore， we have litle 
knowledge about the military mobilization at that time. In theory， the plan had to be realized 
under the framework of the kogun-shiki・orthe Code of Military Mobilization under the ritsuryo 
code. In reality， bureaucrats at that time could not plan anything， and they had to depend on 
Kibi no Makibi (695-775) who had studied Confucianism， ritsuryo code， and military affairs in 
Tang China in the late 710s， for planning the attack. It was impossible to realize the plan 
immediately because of the serious insufficiency of ships to transport soldiers to the Korean 
peninsula. As to where soldiers were to be recruited， it is very noteworthy that local provincial 
governments in charge of defense were excluded. In other words， the Fujiwara no Nakamaro 
administration was both aware of the possible attack and ordinary defense. The provinces in 
Kyushu were involved in both the planned attack of Sila and national defense. The provinces 
on the Pacific coast of the central Japan and in the central highlands of Japan were involved in 
the planned attack of Sila and military campaign against the northeastern frontier of出e
mainland J apan. Indeed， these provinces were forced into a position to deal with more than one 
military issue at once. This was due to the Fujiwara no Nakamaro administration that had to 
conduct military affairs at multiple levels at once. Under the ritsuη10 code， the provinces on 
the northern coast of the Inland Sea and Shikoku Island were not generally involved in military 
affairs， but played the major role in planning the attack of Sila. These observations suggest 
that the planned attack of Sila was very distinctive in nature from domestic military 
campalgns. 
Keywords: Planned attack of Sila， military campaign， national defense， northeastern frontier 
of ancient Japan. 
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